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概要及び判決文抜粋 
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全農林最高裁判決 関係資料 

全農林最高裁判決（昭 48．4．25）における 

  公務員の労働基本権制約の根拠 

 

総論 公務員の「地位の特殊性」と「職務の公共性」を根拠として、公務員

の労働基本権に対し必要やむを得ない限度で制限を加えることは充分合

理的な理由がある。 

 

１ 公務員の地位の特殊性 

 （１） 財政民主主義 

  

公務員の勤務条件はすべて政治的、財政的、社会的その他諸般の合理的

な配慮により適当に決定されなければならず、その決定は民主国家のルー

ルに従い、立法府において論議のうえなされるべきものである。 

 

 （２） 市場の抑制力の欠如 

   

市場の機能が作用する余地がないため、公務員の争議行為は場合によっ

ては一方的に強力な圧力となる。 

 

２ 職務の公共性 

 

憲法 15 条の示すとおり、実質的にはその使用者は国民全体であり、公務

員の労務提供義務は国民に対して負うものであるとともに、争議行為は公

務の停廃をもたらし、国民全体の共同利益に重大な影響を及ぼす。 

 

憲法 15 条第 2項  

すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。 

 

３ 労働基本権制約の代償措置 

 

  公務員は労働基本権に対する制限の代償として、制度上整備された生存

権擁護のための関連措置による保障を受けている。 

（法定された勤務条件の享有、人事院勧告制度、人事院に対する行政措

置要求及び審査請求） 
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全農林最高裁判決の概要（判決文抜粋） 
 
Ⅰ 事件の概要 
 

  警職法改正法案が国会に上程されていた昭和 33 年 11 月５日、全農林労働組合が、警

職法反対闘争として半日ストを実施することとした際、組合役員である被告人らは、下

部組織に対し、正午出勤の行動に入れという内容の指令を発して争議行為の遂行をあお

ることを企て、スト当日、農林省庁舎入り口等にピケを張り約 3,000 名の職員の入庁を

妨げうえ、警職法反対職場集会に参加するようマイクで呼びかけて争議行為の遂行をあ

おった。被告人の行為が国家公務員法 98 条旧５項に違反するとして、同法 110 条１項

17 号によって起訴されたもの。 
 
Ⅱ 争点 
 

  国家公務員法 98 条旧５項（現２項）の国家公務員の争議行為の禁止の規定が憲法 28
条に違反するか。 など 

 
Ⅲ 労働基本権制約に係る考え方（枠内は判決の抜粋） 
 
 １ 労働基本権の憲法上の位置付け 
 

公務員は・・・勤労者として、自己の労務を提供することにより生活の資を得

ているものである点において一般の勤労者と異なるところはないから、憲法 28 条

の労働基本権の保障は公務員に対しても及ぶものと解すべきである。ただ、この

労働基本権は、右のように、勤労者の経済的地位の向上のための手段として認め

られたものであって、それ自体が目的とされる絶対的なものではないから、おの

ずから勤労者を含めた国民全体の共同利益の見地からする制約を免れない・・・。
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２ 公務員の労働基本権の憲法上の制約 
  ① 全体の奉仕者 
 

公務員は・・・憲法 15 条の示すとおり、実質的には、その使用者は国民全体で

あり、公務員の労務提供義務は国民全体に対して負うものである。もとよりこの

ことだけの理由から公務員に対して団結権をはじめその他一切の労働基本権を否

定することは許されないのであるが、公務員の地位の特殊性と職務の公共性にか

んがみるときは、これを根拠として公務員の労働基本権に対し必要やむをえない

限度の制限を加えることは、充分合理的な理由があるというべきである。けだし、

公務員は、公共の利益のために勤務するものであり、・・・公務員が争議行為に及

ぶことは、その地位の特殊性および職務の公共性と相容れないばかりでなく、多

かれ少なかれ公務の停廃をもたらし、その停廃は勤労者を含めた国民全体の共同

利益に重大な影響を及ぼすか、またはその虞れがあるからである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ② 議会制民主主義（勤務条件法定主義）・財政民主主義 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

公務員の場合は、その給与の財源は国の財政とも関連して主として税収によっ

て賄われ、・・・・その勤務条件はすべて政治的、財政的、社会的その他諸般の合

理的な配慮により適当に決定されなければならず、しかもその決定は民主国家の

ルールに従い、立法府において論議のうえなされるべきもので、同盟罷業等争議

行為の圧力による強制を容認する余地は全く存しないのである。これを法制に即

して見るに、公務員については、憲法自体が、その 73 条４号において「法律の定

める基準に従ひ、管理に関する事務を掌理すること」は内閣の事務であると定

め・・・公務員の給与をはじめ、その他の勤務条件は、私企業の場合のごとく労

使間の自由な交渉に基づく合意によって定められるものではなく、原則として、

国民の代表者により構成される国会の制定した法律、予算によって定められるこ

ととなっているのである。その場合、使用者としての政府にいかなる範囲の決定

権を委任するかは、まさに国会みずからが立法をもって定めるべき労働政策の問

題である。したがって、これら公務員の勤務条件の決定に関し、政府が国会から適

法な委任を受けていない事項について、公務員が政府に対し争議行為を行なうこ

とは、的はずれであって正常なものとはいいがたく、もしこのような制度上の制

約にもかかわらず公務員による争議が行なわれるならば、使用者としての政府に

よっては解決できない立法問題に逢着せざるをえないこととなり、ひいては民主

的に行なわれるべき公務員の勤務条件決定の手続過程を歪曲することともなっ

て、憲法の基本原則である議会制民主主義（憲法 41 条、83 条等参照）に背馳し、

国会の議決権を侵す虞れすらなしとしないのである。 
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③ 市場の抑制力の欠如 

 
また、一般の私企業においては・・・争議行為に対しても、いわゆる市場の抑

制力が働くことを必然とするのに反し、公務員の場合には、そのような市場の機

能が作用する余地がないため、公務員の争議行為は場合によっては一方的に強力

な圧力となり、この面からも公務員の勤務条件決定の手続をゆがめることとなる

のである。 

 
 
 
 
 
 
 
３ 労働基本権制約の代償措置 

 
・・・公務員についても憲法によってその労働基本権が保障される以上、この

保障と国民全体の共同利益の擁護との間に均衡が保たれることを必要とすること

は、憲法の趣意であると解されるのであるから、その労働基本権を制限するにあ

たっては、これに代わる相応の措置が講じられなければならない。 

・・・争議行為等が、勤労者をも含めた国民全体の共同利益の保障という見地

から制約を受ける公務員に対しても、その生存権保障の趣旨から、法は、これら

の制約に見合う代償措置として身分、任免、服務、給与その他に関する勤務条件

についての周到詳密な規定を設け、さらに中央人事行政機関として準司法機関的

性格をもつ人事院を設けている。ことに公務員は、法律によって定められる給与

準則に基づいて給与を受け、その給与準則には俸給表のほか法定の事項が規定さ

れる等、いわゆる法定された勤務条件を享有しているのであって、人事院は、公

務員の給与、勤務時間その他の勤務条件について、いわゆる情勢適応の原則によ

り、国会および内閣に対し勧告または報告を義務づけられている。そして、公務

員たる職員は、個別的にまたは職員団体を通じて俸給、給料その他の勤務条件に

関し、人事院に対しいわゆる行政措置要求をし、あるいはまた、もし不利益な処

分を受けたときは、人事院に対し審査請求をする途も開かれているのである。こ

のように、公務員は、労働基本権に対する制限の代償として、制度上整備された

生存権擁護のための関連措置による保障を受けているのである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
級別定数に関する過去の議論 関係資料

              公務員制度調査会意見（抄） 
                                                   平成９年11月11日 

 

 

(略） 

３ 具体的方策 

2) 級別定数の設定、管理 

  級別定数は、人事院が定めることとされている。 

  級別定数の設定、管理については、 

 ○  級別定数は、組織管理と密接に関連した人事管理に関する事項であり、各省庁の業務運

営のための適切な体制の整備について、級別定数の果たす役割は大きい。 

   業務運営の必要性に応じて、人事管理上も級別定数について速やかに弾力性のある措置が

採られるべきであり、また、政府としての重点分野に対する適切な体制づくりを可能とする

ためにも必要である。 

   このため、級別定数は内閣総理大臣が所管することとすべきである。 

   この場合、職員団体の要望を十分に聞くことが重要である。 

   なお、給与勧告との関係では、勧告を行うために級別定数のデータが必要であれば、事務

の移管後も、政府は人事院に対し十分な情報を提供するべきである。  

  との意見と、 

 ○  級別定数は、公務員給与を民間に準拠させるための官民給与比較に不可欠であり、代償

措置としての給与勧告と一体不可分のものである。人事院がこれを設定することによって、

納得性のある正確な比較が行われ、職員の適正な給与処遇が図られている。 また、級別定

数は、職員の給与格付けをするための基準（昇格の可能枠）であり、民間であれば労使交渉

事項に相当し、行政運営の在り方そのものに関わる組織定員管理とは別の観点から行われる

ものである。 

   このような級別定数を仮に人事院が直接所管しないこととなれば、人事院として代償機能

を責任を持って十全に果たすことができなくなり、労働基本権が制約された下での公務員制

度の根幹が損なわれることとなる。 

   以上の級別定数の性格にかんがみれば、人事院がこれを引き続き所管することが必要であ

る。  

 との意見があり、所管を変更すべきとの結論は得られなかった。この問題については、労

働基本権制約との関連を始め、専門的な検討が必要であることから、今後、改めて級別定数

に関し見直しを必要とする場合には、当調査会において、幅広い観点から十分な検討を行う

必要がある。 

 

（略） 

 

 

 

 

 



 

  級別定数の性質に関する国会答弁 
 
 

平成13年11月20日- 参 - 総務委員会 - 7号  

 

 

○宮本岳志君 勤務条件の基準を一方的に使用者が決めるのは問題だと、そして級別定数という

のは明確に勤務条件だと、これが人事院の答弁でありますから、 今検討されている新た

な人事制度が公務員の労働基本権の再検討と無関係に進められないものであることが改め

て具体的な問題で明白になったと思うんで す。 

 今の人事院総裁の答弁を踏まえるならば、人員枠の設定を人事院の代償機能から各省庁

に移すとすれば、それとパラレルな問題、つまり労働基本権の問題が、団体交渉権の問題

が起こってくる、これはもう当然の理だと思います。 

 そこで、大臣にお伺いをするんです。大臣が繰り返しお認めになっております労働基本

権と代償機能とのパラレルな関係ということの中身として、人員枠の設定について、これ

までどおり人事院の代償機能でいくのか、それとも、それを外すのなら団体交渉権を完全

に認めるか、この二者択一、パラレルな問題がここには横たわっていると、こういう問題

があるということはお認めになりますね、大臣。 

○国務大臣（片山虎之助君） 代償機能というのは、勤務条件は本来労と使で決めるべきだけれ

ども、公務員という特殊なあれだから、かわりに中立公正、第三 者的な権威のある機関

をつくってそこで勧告をして、勤務条件等についてそれをできるだけ尊重していくと、こ

れが大まかに言うと代償機能ですよね。ただ、バ リエーションは委員、いろいろある、

バリエーション。 

 そこで、今の制度は一つの代償機能としてセットされておりますけれども、この例えば

人事院の機能を強くするか弱くするかに見合って、それは労働基本権の 方をどう考えて

いくかということのいろんなあれがあるので、等級別定数なんというのは勤務条件といえ

ば勤務条件でしょうけれども、勤務条件以外の要素もあ るんですよ。だから、その辺ど

ういうふうに、というのは等級が給与につながっているからですよ。配分の問題でもある

からですよ。 

 だから、その辺はいろんな議論があるところで、私は今、公務員制度改革の事務局が、

行革事務局がどういう案を検討しているか詳細は知りませんけれども、 全体の案を見て、

どういうセットというのか、バランスのとれた仕組みを考えているかということによると、

こういうふうに思いますが、現在の制度なら人事院 総裁の言われたことはそのとおりだ

と思っております。 

○宮本岳志君 じゃ、少なくともこの問題が代償機能にかかわる問題を含んでいるということは

お認めになりますね。 

○国務大臣（片山虎之助君） 一〇〇％とは思いませんけれども、相当部分は含んでおります。 

 

http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=19509&SAVED_RID=4&SRV_ID=8&DOC_ID=10973&MODE=1&DMY=90&FRAME=3&PPOS=104
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=19509&SAVED_RID=4&SRV_ID=8&DOC_ID=10973&MODE=1&DMY=90&FRAME=3&PPOS=104
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=19509&SAVED_RID=4&SRV_ID=8&DOC_ID=10973&MODE=1&DMY=90&FRAME=3&PPOS=104
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=19509&SAVED_RID=4&SRV_ID=8&DOC_ID=10973&MODE=1&DMY=90&FRAME=3&PPOS=104
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=19509&SAVED_RID=4&SRV_ID=8&DOC_ID=10973&MODE=1&DMY=90&FRAME=3&PPOS=104
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=19509&SAVED_RID=4&SRV_ID=8&DOC_ID=10973&MODE=1&DMY=90&FRAME=3&PPOS=104


国家人事委員会（内閣の所轄の下に設置）

・試験、苦情の処理等職員に関する人事行政

の公正の確保及び職員の利益の保護

・給与改善その他人事行政の改善に関する勧告

・法令の制定改廃に関する意見の申出

（⇒勧告、意見の申出は、内閣と国会に対して

同時に行う。）

人事局（総理府の内局として設置）

・職階制、任用、分限、懲戒、給与、能率、研修、厚生、服務、災害補償

その他の人事行政に関する事務

・特別職の給与制度に関する事務

・共済組合に関する事務

・退職手当に関する事務

 

等

・人事行政に関する制度に関する調査・企画・立案

・人事行政に関する他の行政機関の施策・事務の総合調整

人事院（内閣の所轄の下に設置）

・職階制、試験、任免、給与、研修、分限、懲戒、

苦情の処理その他職員に関する人事行政の

公正の確保及び職員の利益の確保

・給与改善その他人事行政の改善に関する勧告

・法令の制定改廃に関する意見の申出

（⇒勧告、意見の申出は、内閣と国会に対して

同時に行う。）

人事局（総理府の内局として設置）

・能率、厚生、服務その他の人事行政（人事院の所掌除く。）に関する事務

・特別職の給与制度に関する事務

・退職手当に関する事務

・人事行政に関する制度に関する調査・企画・立案

・人事管理に関する他の行政機関の方針・計画の総合調整

・上記のほか、人事行政に関する事務（他の行政機関の所掌に属するものを

除く。）

※昭和３６年３月（第３８回国会）、昭和３７年４月（第４０回国会）、昭和３８年３月（第４３回国会）に提出するも、いずれも審議未了で廃案（野党及び組合の反対）

昭和３６年の国家公務員法改正案

 
＜（審議未了廃案※）＞

昭和４０年の国家公務員法改正案

 
＜最終的な案（Ｓ４０・５／１７に成立）＞

過去の国家公務員法改正案

 

関係資料



諸外国の中央人事行政機関【未定稿】
※ 諸外国の中央人事行政機関との比較は、①各国ごとに政治的・歴史的背景

が異なること、②労働基本権の取扱いが異なることなどを考慮する必要。

イギリス アメリカ ドイツ フランス

概 ・連合王国・議員内閣制 ・連邦制・大統領制 ・連邦制・議院内閣制（大統 ・大統領制と議院内閣制の
観 領は象徴的） 中間形態

現 ・党派的人事の弊害から、安定的な ・建国当初から政治任用が広く行わ ・絶対君主制の下で発達した ・18Ｃ末のフランス革命と
行 公務員制度を求める声が高まり、 れたが、猟官制に対する批判が高 自律的官僚制が、民主的議 ナポレオン時代を経て、
公 1853年、ノースコート・トレヴェ まり 1883年 ペンドルトン法 公 会制下でも継承され、民主 今日につながる官僚制が、 、 （
務 リアン報告に基づき、成績主義に 務員法）により成績主義と政治的 的統制に服している 誕生
員 基づく公務員制が確立 中立性に基づく職業公務員制が確
制 立 ・伝統的な職業官吏制度の諸 ・ 大きな政府」の伝統を「
度 ・公務員制度に関する成文法はない 原則が基本法（憲法）で保 持ち、官僚特に高級官僚
の 障されている（恩給など使 出身者は、政界、国営企
沿 用者の扶養原則、終身任用 業、民間企業などに進出
革 の原則、官吏関係の恣意的
等 終了の制限、政治的中立性

の原則、成績主義等）

政 ・大臣規範において、大臣の責務と ・上層部のポストには政治任用者が ・官吏には、職務遂行におけ ・本省局長以上の高級職及
官 して公務員の政治的中立性を尊重 任用される一方、一般の職業公務 る政治的中立確保を義務づ び大臣キャビネのメンバ
関 と明記 員はメリット・システムにより任 け ーは自由任用。多くの場
係 用 合、職業公務員から、そ

・職業公務員の人事に政治の側は介 ・次官・局長等の政治的官吏 れらの職に任用され、政
入を自制する伝統があり、政権交 も成績主義による任用だが 権交代等により、それら、
代時にも職業公務員は交代しな いつでも一時退職に付すこ の職を退いた後も職業公
い。職業公務員の側は、専門性と とができる 務員としての身分を保有
政治的中立性に基づいて時々の政
権を支える ・ＥＮＡ(国立行政学院)等

出身のエリート官僚が政
官関係においても、大き
な影響力を発揮



イギリス アメリカ ドイツ フランス

・人事委員会（独立機関） ・人事管理庁 ・連邦内務省（公務員局） ・行政公務員総局（予算・（ Office of Personnel
（委員15人、職員９人） （職員100人程度） 公共会計・公共部門省にManagement）

* 幹部職員の任用の承認 （職員約5,400人） *公務員制度の政策立案 所属 （職員約150人））
* 採用規則の制定 * 公務員に関する法令の執行 等 * 非官吏に関する労働協約 * 公務員及び行政制度改

中 * 採用規則の遵守の監視 の締結及び実施 革に関する全般的な政
立 * 各省の幹部職員選考委員会に長 ・メリット・システム保護委員会 等 策の立案、官公吏の権
・ として参画 （委員３人、職員約230人） 利と義務及び昇進管理
公 * 国家公務員綱領に基づく不服申 * 職員からの不服申立ての審査、 ・連邦人事委員会 に係る原則の遵守の監
正 立ての審理 等 判定 （独立の権限が認められた機 視、官吏の給与政策の
性 * 人事管理庁の主要業務のチェッ 関で、正委員及び代理委員 立案等
確 ・内国公務の長（職業公務員｡日本 ク 等 各８人）
保 の内閣官房副長官 事務 に相当 * 職業官吏制度の中立性及 ・人事権は各大臣が保有。（ ） ）
の * 幹部リーダーシップ委員会主催 ・連邦労使関係院 び成績主義の遵守の確保 職員群（コール）を単位
機 * 事務次官･局長等を首相に推薦 委員３人 職員約130人 （昇任の際の資格認定、外 とした人事管理が基本（ 、 ）
関 等 * 不当労働行為の申立ての審査、 部登用の際の能力確認等）
等 決定 ・個別人事に関しては、官

・幹部リーダーシップ委員会（内国 * 職員団体の交渉単位の決定 等 ・職員協議会（各職場） 側、職員側双方から構成
公務の長、人事委員会委員長、事 * 職員代表が参加し、課長 される人事管理協議会
務次官数名など９人） ・特別検察官局 級以上を除く官吏・非官吏 （職員群ごとに設置）が
* 幹部ポストの補充方法に関する 職員約100人 の任用に関与 昇進委員会として関与（ ）
内国公務の長への助言 等 * 採用に関するメリットシステム

違反、内部告発への報復等に関 ・行政裁判所 ・人事管理協議会は免職等
・内閣府 する調査 * 官吏の任用等に関する個 についても関与

* 人事管理に関する一般的基準の * ハッチ法（政治的行為の禁止） 別事案をチェックし、判例
作成 等 の執行 等 は実務に影響

・企業就職諮問委員会（独立機関） ・政府倫理庁
（委員６人） （職員約80人）

* 次官級職員の再就職の承認に関 * 公務員の倫理に関する規則・基
し首相に助言 準の制定

* 各省等の倫理制度の審査、助言
等



イギリス アメリカ ドイツ フランス

官吏 非官吏

団結権 ○ 団結権 ○ ただし外交官、FBI職 団結権 ○ ○ 団結権 ○
労 員等は禁止
働
基
本 交渉権 ○ 交渉権 ○ 交渉権 交渉権 ○
権 協約締結権 ○ 協約締結権 △ 官吏関係法の改 協約締結権 ×
の （給与等、法定の勤務条件 正に当たって官吏 （交渉の結果、議定書が
状 各省・エージェンシーへの分権の について協約締結権はない） 組合の関与を法的 ○ 作成された場合は、こ
況 結果、3000人以上のマネージャーが に保障 れに従う慣行）

給与交渉等に携わる （協約締結権×）

争議権 ○ 争議権 × 争議権 × ○ 争議権 ○

・一般の職員は、各省と職員団体と 雇用経費指数、地域ごとの非連邦 ・一般に非官吏の ・労使交渉 ・公務員を代表する７つの
の交渉で決定 職員給与調査結果等に基づき人事管 妥結状況を考慮 により決 労働組合と公務員制度担

給 理庁が給与原案を作成。連邦給与評 して、法律で決 定 当大臣が交渉
与 ・上級公務員は、上級公務員給与審 議会の意見、大統領給与エージェン 定
決 議会（委員10人、職員は他の給与 トの意見を受け、大統領が法案を議
定 審議会と合同の事務局として32 会に提出
シ 人）の勧告に基づき決定 大統領は、国家の緊急事態又は深
ス 刻な経済情勢のため不適当と認める ・近年大規 ・ストライキはかなり発生
テ ・近年大規模なストライキが発生 場合、代替案を作成し、議会に伝達 模なスト
ム することもできる ライキが

発生
いずれの場合も、議会による歳出

承認法の制定により決定

【人事院作成資料】


